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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 提出会社の経営指標等の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しておりま

す。 

３ 連結経営指標等の第96期中及び第98期中の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第96期中 第97期中 第98期中 第96期 第97期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

 売上高 (百万円) 19,697 23,261 25,588 44,537 49,361

 経常利益 (百万円) 876 1,161 1,507 2,585 2,394

 中間(当期)純利益 (百万円) 920 713 706 1,714 1,215

 純資産額 (百万円) 16,983 22,364 23,826 20,364 23,211

 総資産額 (百万円) 45,411 51,196 57,536 51,389 53,822

 １株当たり純資産額 (円) 201.51 231.73 247.04 224.32 240.60

 １株当たり中間(当期) 
 純利益

(円) 10.92 7.44 7.35 19.58 12.66

 潜在株式調整後１株当 
 たり中間(当期)純利益

(円) ― 7.43 ― 19.22 12.65

 自己資本比率 (％) 37.4 43.5 41.2 39.6 42.9

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) 693 1,142 299 2,210 3,371

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △2,928 △1,394 △2,532 △4,114 △4,623

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) 2,685 △432 1,545 6,706 △634

 現金及び現金同等物の 
 中間期末(期末)残高

(百万円) 6,204 9,887 8,047 10,564 8,703

 従業員数 (人) 1,435 1,590 1,675 1,542 1,564

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 (百万円) 17,887 21,190 22,899 40,593 45,057

 経常利益 (百万円) 1,050 1,087 1,082 2,778 2,462

 中間(当期)純利益 (百万円) 1,102 708 334 1,954 1,380

 資本金 (百万円) 6,640 8,640 8,640 7,740 8,640

 発行済株式総数 (千株) 84,700 96,508 96,508 91,165 96,508

 純資産額 (百万円) 17,701 22,851 23,280 20,966 23,510

 総資産額 (百万円) 43,723 49,356 55,410 49,657 52,584

 １株当たり配当額 (円) ― ― ― 5.00 5.00

 自己資本比率 (％) 40.5 46.3 42.0 42.2 44.7

 従業員数 (人) 930 956 1,015 923 970



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。 

 なお、当中間連結会計期間より、事業の種類別セグメントの名称を「素形材事業」から「金属素形材事

業」へ、「工作機器事業」から「工機事業」へ、「住環境事業」から「駐車場事業」へ変更しておりま

す。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、連結子会社のKITAGAWA USA, INC.を清算しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

金属素形材事業 864

工機事業 384

産業機械事業 270

駐車場事業 62

全社共通 95

合計 1,675

従業員数(人) 1,015



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績  

当中間連結会計期間のわが国の経済は、企業の設備投資や個人消費に支えられ引続き回復基調のな

か概ね好調に推移いたしました。 

 海外におきましては、米国経済に先行き不透明感があるものの欧州地域やアジア地域の経済は堅調

に推移し、拡大基調が緩やかに続きました。 

 こうした状況下にあって、当社グループは自動車関連産業等の好調な状況を背景として、金属素形

材事業ならびに工機事業は受注・売上が伸びました。 

 他の事業におきましても事業環境の厳しいなかで顧客サービスを柱とした営業努力により受注・売

上は増加し、生産体制の整備やコストダウンの実践により、収益の向上に努力してまいりました。 

 その結果、当中間連結会計期間につきましては、売上高 25,588百万円（前年同期比 10.0％増）、

営業利益 1,298百万円（前年同期比 38.2％増）、経常利益 1,507百万円（前年同期比 29.9％増）、

中間純利益 706百万円（前年同期比 1.1％減）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

金属素形材事業 

主力であります建機、農機関係は、米国市場の影響から、若干停滞気味に推移しましたが、自動車

関係は、輸出を中心に好調を持続しており、自動車関連部品の受注は順調に推移しました。 

特に加工完成品納入の自動車ミッション部品は受注量が順調に拡大しました。 

 また、連結子会社であるタイ国のKITAGAWA(THAILAND)CO.,LTD.におきましては、生産性の向上、品

質の安定など改善が進んできており、下半期での収益改善を見込んでおります。 

その結果、当事業の売上高は 9,269百万円（前年同期比11.2％増）、営業利益 18百万円（前年同

期比 94.3％減）となりました。  

  

工機事業 

国内では工作機械業界の好調な状況を受けて主力商品である旋盤用パワーチャック、シリンダの販

売をはじめ工作機器の受注が順調に増加し、販売が前期比4.6％増となりました。 

 海外市場についても高水準な受注状況が前期から継続しており、海外拠点からのサービス対応を強

化することによりシェアの維持拡大を重点的に図った結果、販売は前期比9.7％増となりました。 

 こうした状況のなか、９月にドイツ・ハノーバー市で行われたＥＭＯ（欧州工作機械見本市）をは

じめ、海外各国、国内各地で行われる展示会での販売促進活動により、顧客需要を喚起する努力をい

たしました。 

その結果、当事業の売上高は 6,691百万円（前年同期比 6.8％増）、営業利益 1,336百万円（前年

同期比 2.1％増）となりました。 

  



産業機械事業 

首都圏を中心として、一部に土木建設関連投資の活況が現出しておりますが、公共投資の抑制によ

る全般的な土木建設業界の冷え込みは大きく、当事業分野の市況は淘汰と合理化による生き残り競争

が熾烈となっております。 

 そのなかで当社は、平成19年４月から、連結子会社である日本建機㈱を含めて事業再編し、コンク

リートプラントの販売会社としてＫ＆Ｋプラント㈱を立上げました。 

 これにより、営業活動の一本化と管理の強化を徹底し、事業体質の改善が実現いたしました。 

 また、ビル建設用タワークレーンと環境機械は営業と生産体制が整い収益に貢献しました。 

 顧客サービスを軸に営業活動を強化するとともに、製造分野の生産性向上とコスト管理の徹底に努

力を進めた結果、前年に比べ大幅な収益改善が達成できました。 

その結果、当事業の売上高は 5,489百万円（前年同期比 8.2％増）、営業利益 581百万円（前年同

期比 1,611.4％増）となりました。 

  

駐車場事業 

建築関連市場を取巻く事業環境は、公共投資の減少基調は変わらず、堅調な民間設備投資に支えら

れているなか、建築基準法改正による混乱（建築確認申請の停滞等）が建築業界に深刻な影響を与え

ている状況にあります。一方で、受注獲得競争の激化及び原材料価格の高止まり等、依然として厳し

い経営環境が続いております。 

 こうした状況のなか当社は、生産パートナーと協力して徹底したコスト削減を図り、高層化・大規

模化が進むなか、生産・調達・施工方法の見直しにも取組み、収益の確保に努力してまいりました。

また、法改正に伴う認定の再取得等に業界を率先して対応し、法改正の影響を最小限に止め、受注獲

得に努めてまいりました。 

その結果、当事業の売上高は 4,138百万円（前年同期比 15.4％増）営業利益 75百万円（前年同期

は営業損失 94百万円）となりました。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ842百万円

減少し299百万円の収入となりました。これは、主に、たな卸資産の増加によるものであります。  

投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ1,138百万円減少し2,532百万円の

支出となりました。これは、主に、有形固定資産の取得による支出によるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ1,978百万円増加し1,545百万円の

収入となりました。これは、主に、借入れによるものであります。 

これらにより当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ656百

万円減少し、8,047百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格で表示しており、セグメント間の取引については相殺消去しておりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 総販売実績の100分の10以上を占める主要な販売先はありません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

金属素形材事業 9,385 ＋12.1

工機事業 6,733 ＋10.2

産業機械事業 5,759 ＋12.9

駐車場事業 4,138 ＋15.2

合計 26,016 ＋12.3

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

金属素形材事業 9,360 ＋13.2 1,010 ＋0.6

工機事業 7,333 ＋23.2 3,019 ＋37.9

産業機械事業 4,992 △14.8 3,882 ＋3.1

駐車場事業 7,175 ＋68.0 6,735 ＋28.2

合計 28,861 ＋18.5 14,647 ＋19.9

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

金属素形材事業 9,269 ＋11.2

工機事業 6,691 ＋6.8

産業機械事業 5,489 ＋8.2

駐車場事業 4,138 ＋15.4

合計 25,588 ＋10.0



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発活動は、当社が中心となって、常に市場の要求に対応

した性能と価格を備えた製品を提供することを目的に、各事業部門の技術部門において既存製品の改良及

び関連製品の開発を中心に行っております。 

 また、前連結会計年度より開発部を設置し、各事業分野にとらわれない新製品や新事業の調査、企画、

開発を担当しております。 

当中間連結会計期間は、金属の摩擦接合の研究並びに摩擦接合装置の開発を継続して行うとともに、展

示会への出展やユーザー企業との共同研究を開始しております。 

 また、磁気特性や導電特性が類似した金属スクラップを選別するため視覚センサーを使用した選別装置

の開発が完了し、商品名「セレスター」として市販を開始いたしました。初号機は電気製品リサイクル工

場に納入され、商業運転を行っております。当研究開発に係る研究開発費は 70百万円であります。 

 当中間連結会計期間における研究開発費の総額は 289百万円であり、事業の種類別セグメントの主な研

究開発活動の内容は、次のとおりであります。 

  

金属素形材事業 

鋳物製法の改良及び新製法、新製品の研究開発を行っております。  

 当中間連結会計期間は、引続き、快削性鋳鉄「ＫＳＣ－Ｆ」（キタガワスーパーカット）の製造プ

ロセスの更なる改善と製品の外観検査工程を自動化するための試作機の実用化を目指しております。

 ＭＩＭ（金属粉末射出成形焼結法）では、お客様の要求される形状を中子プロセスにより対応し、

製品化へ向けて研究開発しております。 

 また、新たに耐熱材料についてお客様の要求される高温特性、価格への対応と、更なる耐熱性能の

向上に向け開発を進めております。 

当事業に係る研究開発費は 11百万円であります。 

  

工機事業 

旋盤用チャック、回転シリンダ、ＮＣ円テーブル、バイス、ＮＣ旋盤の改良及び新製品の研究開発

を行っております。 

 当中間連結会計期間は、ＮＣ円テーブル関連ではメイン機種のＭＲタイプにより重切削が可能な高

クランプ力の高級シリーズの開発を進めております。さらに、量産加工用として、回転数を従来の２

倍にした、高速タイプの開発にも着手しております。 

 旋盤用チャック関連では、ジョー平行移動引込み型ＤＬチャックのシリーズ化が完了、さらにチャ

ック把握力計も開発が完了し市場投入に入ります。 

 ＮＣ旋盤関連では、高い生産性で好評の横型４軸旋盤「ＨＳ４２００Ｉ」の小型シリーズの開発を

行っております。 

当事業に係る研究開発費は 131百万円であります。 

  

産業機械事業 

 コンクリートミキサ、コンクリートプラント、クレーン、環境リサイクルプラント等の産業用機械

関連商品及び新規事業に向けた製品の研究開発を行っております。 

 当中間連結会計期間は、コンクリートミキサ関連では、高強度コンクリート対応への試験練りミキ

サ「ジクロス ＷＨＱ－１２０」を新たに開発しシリーズに追加いたしました。 

 コンクリートプラント関連では、従来よりさらに使い易さを求めた新型操作盤「ＣＰＳ－ｋｅｉ」

の開発を行いました。 

 クレーン関連では、タワークレーン「ビルマン」の大型機種(500tm)に引続き中型シリーズの開発



を進めております。 

 環境リサイクルプラント関連では、傾胴型の転動造粒機「スプロア」のフィールド試験を踏まえ、

用途開発に向けた開発を継続的に行っております。 

当事業に係る研究開発費は 55百万円であります。 

  

駐車場事業 

自走式立体駐車場の工法及び新製品の研究開発を行っております。 

 当中間連結会計期間では、引き続き自走式立体駐車場の面積拡大及び別棟連結に係る防火区画、延

焼防止、排煙確保等の耐火性能の検証を行っております。 

 また、自動二輪車の燃焼性状を知得するため、自動二輪車の燃焼実験を行っています。 

当事業に係る研究開発費は 20百万円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備計画の完了はありません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画は次のとおりであります。

 
(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

投資予定金額
（百万円） 資金

調達 
方法

着手及び 
完了予定年月 完成後の

増加能力
総額 既支払額 着手 完了

提出会社
東京工場 
（さいたま
市北区）

金属素形材
事業

鋳物加工 
建物

394 70
自己
資金

平成19年
６月

平成20年 
１月

－

提出会社
甲山工場 
（広島県世
羅郡）

金属素形材
事業

鋳物加工 
設備

147 －
自己
資金

平成20年
１月

平成20年 
４月

生産能力
２％増



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 308,000,000

計 308,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 96,508,030 96,508,030
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 96,508,030 96,508,030 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年9月30日 － 96,508,030 － 8,640 － 5,080



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式 564株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の普通株式欄には、証券保管振替機構名義の株式が、そ

れぞれ 23,000株(議決権 23個)及び 300株含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町一丁目３番８号 3,960 4.10

北川鉄工所みのり会 広島県府中市元町77番地の１ 3,296 3.41

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,259 2.34

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 2,000 2.07

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,914 1.98

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 1,713 1.77

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番
10号

1,455 1.50

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 1,320 1.36

北川鉄工所自社株投資会 広島県府中市元町77番地の１ 1,306 1.35

北川祐治 広島県府中市元町 1,104 1.14

計 ― 20,327 21.06

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式

464,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

94,678,000
94,678 ―

単元未満株式
普通株式

1,366,030
― ―

発行済株式総数 96,508,030 ― ―

総株主の議決権 ― 94,678 ―



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 上記のほか、株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が 1,000株(議決権 

１個)あります。なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めて

おります。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は次のとお

りであります。 

(1) 新任役員 

 
(注) ※ 仮監査役内田雅敏の任期は、平成19年９月４日付決定通知から平成20年６月下旬開催予定の定時株主総会 

  において後任の監査役の選任があるまでの期間であります。 

  

(2) 退任役員 

 
  

(3) 役職の異動 

   役職の異動はありません。 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社北川鉄工所

広島県府中市元町77番地の
１

464,000 ― 464,000 0.4

計 ― 464,000 ― 464,000 0.4

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高(円) 292 289 285 306 274 239

低(円) 265 245 253 259 215 206

役名 職名 氏名 生年月日 略    歴 任期 所有株式数

仮監査役 内田 雅敏 昭和38年 平成11年７月 北川精機㈱代表取締役専務（現）
※ 0

（社外） 10月27日 平成19年９月 当社仮監査役（現）

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役 金藤 義典 平成19年８月15日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年

９月30日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計

期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,700 7,887 8,545

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

※５ 17,655 19,592 19,053

 ３ 有価証券 200 200 200

 ４ たな卸資産 6,772 8,713 6,341

 ５ 繰延税金資産 249 110 157

 ６ その他 372 1,211 754

   貸倒引当金 △65 △261 △92

   流動資産合計 34,884 68.1 37,455 65.1 34,961 65.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1,2

  (1) 建物及び 
    構築物

3,079 2,869 2,918

  (2) 機械装置 
    及び運搬具

6,111 8,730 6,724

  (3) 土地 2,487 3,652 3,711

  (4) 建設仮勘定 1,320 1,238 2,058

  (5) その他 262 13,261 346 16,837 330 15,742

 ２ 無形固定資産 365 373 382

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価 
    証券

1,717 1,595 1,697

  (2) 繰延税金 
    資産

435 497 459

  (3) その他 779 1,008 823

    貸倒引当金 △247 2,684 △231 2,870 △244 2,736

   固定資産合計 16,311 31.9 20,080 34.9 18,861 35.0

   資産合計 51,196 100.0 57,536 100.0 53,822 100.0



 

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

※５ 9,688 12,882 11,370

 ２ 短期借入金 4,761 3,768 4,744

 ３ １年以内に 
   返済予定の 
   長期借入金

※２ 2,859 3,300 4,200

 ４ 未払法人税等 455 577 785

 ５ 賞与引当金 471 491 479

 ６ 役員賞与 
   引当金

― ― 70

 ７ 製品補償 
   引当金

― 56 ―

 ８ その他 3,327 2,952 3,397

   流動負債合計 21,563 42.1 24,028 41.8 25,048 46.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 4,217 6,600 2,700

 ２ 退職給付 
   引当金

2,337 2,588 2,279

 ３ 役員退職慰労 
   引当金

46 ― ―

 ４ 債務保証損失 
   引当金

10 10 10

 ５ 負ののれん 261 87 174

 ６ その他 394 395 398

   固定負債合計 7,267 14.2 9,681 16.8 5,563 10.4

   負債合計 28,831 56.3 33,709 58.6 30,611 56.9



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 8,640 16.9 8,640 15.0 8,640 16.0

 ２ 資本剰余金 5,090 10.0 5,090 8.9 5,090 9.5

 ３ 利益剰余金 8,007 15.6 8,734 15.2 8,509 15.8

 ４ 自己株式 △79 △0.2 △92 △0.2 △86 △0.2

   株主資本合計 21,658 42.3 22,372 38.9 22,152 41.1

Ⅱ 評価・ 
  換算差額等

 １ その他有価証 
   券評価差額金

595 1.2 519 0.9 591 1.1

 ２ 為替換算調整 
   勘定

12 0.0 833 1.4 369 0.7

   評価・換算 
   差額等合計

608 1.2 1,353 2.3 960 1.8

Ⅲ 少数株主持分 97 0.2 100 0.2 98 0.2

   純資産合計 22,364 43.7 23,826 41.4 23,211 43.1

   負債純資産 
   合計

51,196 100.0 57,536 100.0 53,822 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 23,261 100.0 25,588 100.0 49,361 100.0

Ⅱ 売上原価 19,458 83.6 21,070 82.3 41,535 84.1

   売上総利益 3,803 16.4 4,518 17.7 7,826 15.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 2,863 12.4 3,219 12.6 5,938 12.1

   営業利益 939 4.0 1,298 5.1 1,887 3.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息及び 
   配当金

33 52 74

 ２ 負ののれん 
   償却額

87 87 174

 ３ 持分法による 
   投資利益

22 71 46

 ４ 不動産賃貸料 43 31 84

 ５ 為替差益 83 24 143

 ６ その他 60 330 1.4 76 343 1.3 205 727 1.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 91 116 189

 ２ 売上割引 14 12 27

 ３ その他 2 109 0.4 4 134 0.5 3 220 0.4

   経常利益 1,161 5.0 1,507 5.9 2,394 4.9

Ⅵ 特別利益

   固定資産 
   売却益

※２ ― ― ― 64 64 0.2 ― ― ―

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産 
   売却損

※３ ― 39 8

 ２ 固定資産 
   除却損

※４ 33 33 109

 ３ 減損損失 ※５ ― ― 45

 ４ 投資有価証券 
   評価損

― ― 4

 ５ 関係会社 
   整理損

― 66 ―

 ６ 製品補償損失 ― 33 0.2 90 230 0.9 ― 168 0.4

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益

1,127 4.8 1,341 5.2 2,225 4.5

   法人税、住民 
   税及び事業税

396 545 919

   法人税等 
   調整額

2 398 1.7 95 640 2.4 73 993 2.0

   少数株主利益 
   又は少数株主 
   損失(△)

15 0.0 △5 △0.0 16 0.0

   中間(当期) 
   純利益

713 3.1 706 2.8 1,215 2.5



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,740 4,190 7,802 △68 19,663

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 900 900 1,800

 剰余金の配当（注） △453 △453

 役員賞与（注） △55 △55

 中間純利益 713 713

 自己株式の取得 △10 △10

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

900 900 205 △10 1,994

平成18年９月30日残高(百万円) 8,640 5,090 8,007 △79 21,658

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 700 0 700 82 20,446

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 1,800

 剰余金の配当（注） △453

 役員賞与（注） △55

 中間純利益 713

 自己株式の取得 △10

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△104 12 △92 15 △76

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△104 12 △92 15 1,918

平成18年９月30日残高(百万円) 595 12 608 97 22,364



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 8,640 5,090 8,509 △86 22,152

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △480 △480

 中間純利益 706 706

 自己株式の取得 △12 △12

 自己株式の処分 0 7 7

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 225 △5 220

平成19年９月30日残高(百万円) 8,640 5,090 8,734 △92 22,372

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 591 369 960 98 23,211

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △480

 中間純利益 706

 自己株式の取得 △12

 自己株式の処分 7

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△71 464 392 1 394

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△71 464 392 1 615

平成19年９月30日残高(百万円) 519 833 1,353 100 23,826



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,740 4,190 7,802 △68 19,663

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 900 900 1,800

 剰余金の配当（注） △453 △453

 役員賞与（注） △55 △55

 当期純利益 1,215 1,215

 自己株式の取得 △18 △18

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

900 900 706 △18 2,488

平成19年３月31日残高(百万円) 8,640 5,090 8,509 △86 22,152

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 700 0 700 82 20,446

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 1,800

 剰余金の配当（注） △453

 役員賞与（注） △55

 当期純利益 1,215

 自己株式の取得 △18

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△109 369 259 16 276

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△109 369 259 16 2,764

平成19年３月31日残高(百万円) 591 369 960 98 23,211



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

1,127 1,341 2,225

   減価償却費 815 1,102 1,680

   減損損失 ― ― 45

   負ののれん償却額 △87 △87 △174

   貸倒引当金の増減額 
   (減少:△)

0 153 23

   賞与引当金の増減額 
   (減少:△)

△3 11 4

   役員賞与引当金の増減額 
   (減少:△)

― △70 70

   製品補償引当金の増減額 
   (減少:△)

― 56 ―

   退職給付引当金の増減額 
   (減少:△)

147 308 89

   役員退職慰労引当金の 
   増減額(減少:△)

△376 ― △422

   受取利息及び受取配当金 △33 △52 △74

   支払利息 91 116 189

   持分法による投資損益 
   (益:△)

△22 △71 △46

   有形固定資産売却損益 
   (益:△)

― △24 8

   有形固定資産除却損 33 33 109

   投資有価証券評価損 ― ― 4

   関係会社整理損 ― 66 ―

   売上債権の増減額 
   (増加:△)

133 △459 △1,197

   たな卸資産の増減額 
   (増加:△)

764 △2,306 1,236

   仕入債務の増減額 
   (減少:△)

△1,109 1,430 511

   未払消費税等の増減額 
   (減少:△)

112 △142 163

   その他 △9 △292 △352

    小計 1,583 1,114 4,097

   利息及び配当金の受取額 42 48 82

   利息の支払額 △91 △115 △189

   法人税等の支払額 △392 △748 △618

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,142 299 3,371



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
   有形固定資産の取得 
   による支出

△1,362 △2,635 △4,572

   有形固定資産の売却 
   による収入

― 274 106

   投資有価証券の取得 
   による支出

△97 ― △97

   貸付けによる支出 ― △220 △145

   貸付金の回収による収入 50 58 104

   その他 15 △9 △19

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,394 △2,532 △4,623

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 511 3,318 1,114

   短期借入金の返済 
   による支出

△438 △4,294 △1,058

   長期借入れによる収入 ― 3,900 1,900

   長期借入金の返済 
   による支出

△40 △900 △2,117

   自己株式の売却による 
   収入

― 14 ―

   自己株式の取得による 
   支出

△10 △12 △18

   配当金の支払額 △453 △480 △453

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△432 1,545 △634

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

7 30 25

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増減額(減少:△)

△677 △656 △1,860

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高

10,564 8,703 10,564

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

9,887 8,047 8,703



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

連結子会社の数 

   ７社

連結子会社名

北川冷機㈱、 

日本建機㈱、 

㈱北川製作所、 

㈱吉舎鉄工所、 

KITAKOコーポレーション

㈱、 

KITAGAWA USA,INC.、 

KITAGAWA (THAILAND)  

CO.,LTD.

連結子会社の数 

   ７社

連結子会社名

北川冷機㈱、 

Ｋ＆Ｋプラント㈱、 

㈱北川製作所、 

㈱吉舎鉄工所、 

KITAKOコーポレーション

㈱、 

KITAGAWA USA,INC.、 

KITAGAWA (THAILAND)  

CO.,LTD. 

なお、当中間連結会計期

間 に お い て、KITAGAWA 

USA,INC.を清算しており

ます。

連結子会社の数 

   ７社

連結子会社名

北川冷機㈱、 

Ｋ＆Ｋプラント㈱（平成

19年３月９日 日本建機

㈱から商号変更）、 

㈱北川製作所、 

㈱吉舎鉄工所、 

KITAKOコーポレーション

㈱、 

KITAGAWA USA,INC.、 

KITAGAWA (THAILAND)  

CO.,LTD. 

なお、当連結会計年度に

おいて、KITAGAWA USA, 

INC.は清算中でありま

す。

２ 持分法の適用に関

する事項

(イ)持分法適用の関連会社

数

   ４社

会社名

㈱ケーブル・ジョイ、

KITAGAWA EUROPE LTD.、

KITAGAWA SALES 

(THAILAND) CO.,LTD.

KITAGAWA-

NORTHTECH INC.

なお、当中間連結会計期

間において、 

KITAGAWA-

NORTHTECH INC.の株式の

20％を取得し持分法適用

関連会社としておりま

す。

(イ)持分法適用の関連会社

数

   ４社

会社名

㈱ケーブル・ジョイ、

KITAGAWA EUROPE LTD.、

KITAGAWA SALES 

(THAILAND) CO.,LTD.、

KITAGAWA-

NORTHTECH INC.

(イ)持分法適用の関連会社

数

   ４社

会社名

㈱ケーブル・ジョイ、 

KITAGAWA EUROPE LTD.、 

KITAGAWA SALES 

(THAILAND) CO.,LTD.、 

KITAGAWA- 

NORTHTECH INC.

なお、当連結会計年度に

おいて、 

KITAGAWA- 

NORTHTECH INC.の株式の

20％を取得し持分法適用

関連会社としておりま

す。

(ロ)持分法適用会社のう

ち、中間決算日が中間連

結決算日と異なる会社に

ついては、各社の中間会

計期間に係る中間財務諸

表を使用しております。

(ロ)同左 (ロ)持分法適用会社のう

ち、決算日が連結決算日

と異なる会社について

は、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用してお

ります。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

 

 連結子会社の中間決算日

が中間連結決算日と異なる

会社は次のとおりでありま

す。

会社名
中間 
決算日

㈱吉舎鉄工所 7月20日

KITAGAWA 
(THAILAND)  
CO.,LTD.

6月30日

 中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の

中間財務諸表を使用し、中

間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、

連結決算上必要な調整を行

っております。

同左

 

 連結子会社の決算日が連

結決算日と異なる会社は次

のとおりであります。

会社名 決算日

㈱吉舎鉄工所 １月20日

KITAGAWA  
(THAILAND)  
CO.,LTD.

12月31日

 連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引

については、連結決算上必

要な調整を行っておりま

す。

４ 会計処理基準に関

する事項

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は主として

移動平均法により

算定)

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

   同左

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は主として移動

平均法により算

定)

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

 ② たな卸資産

   主として総平均法に

よる原価法

   ただし、素形材事業

は、主として売価還元

法による原価法

 ② たな卸資産

   主として総平均法に

よる原価法

   ただし、金属素形材

事業は、主として売価

還元法による原価法

 ② たな卸資産

   主として総平均法に

よる原価法

   ただし、素形材事業

は、主として売価還元

法による原価法



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   当社及び国内連結子

会社は、主として定率

法を採用しておりま

す。ただし、平成10年

４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備

を除く)については、

定額法を採用しており

ます。

   在外連結子会社は、

定額法を採用しており

ます。

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

   建物及び構築物

３～50年

   機械装置及び運搬具

３～17年

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   当社及び国内連結子

会社は、主として定率

法を採用しておりま

す。ただし、平成10年

４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備

を除く)については、

定額法を採用しており

ます。

   在外連結子会社は、

定額法を採用しており

ます。

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

   建物及び構築物

３～50年

   機械装置及び運搬具

３～15年

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   当社及び国内連結子

会社は、主として定率

法を採用しておりま

す。ただし、平成10年

４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備

を除く)については、

定額法を採用しており

ます。

   在外連結子会社は、

定額法を採用しており

ます。

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

   建物及び構築物

３～50年

   機械装置及び運搬具

３～15年

  （会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子

会社は、法人税法の改

正に伴い、当中間連結

会計期間より、平成19

年４月１日以降に取得

した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税

法に基づく減価償却の

方法に変更しておりま

す。 

 これに伴い、営業利

益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益は

それぞれ41百万円減少

しております。 

 なお、セグメント情

報に与える影響は、当

該箇所に記載しており

ます。 

（追加情報） 

 当社及び国内連結子

会社は、平成19年度の

法人税法改正に伴い、

平成19年３月31日以前

に取得した資産につい

ては、改正前の法人税

法に基づく減価償却の

方法の適用により取得

価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結

会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  減価償却費に含めて計

上しております。 

 これに伴い、営業利

益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益は

それぞれ50百万円減少

しております。 

 なお、セグメント情

報に与える影響は、当

該箇所に記載しており

ます。

 ② 無形固定資産

   定額法を採用してお

ります。

   なお、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用してお

ります。

 ② 無形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ハ)重要な引当金の計上基
準

 ① 貸倒引当金
   当社及び国内連結子

会社は、売上債権、貸
付金等の貸倒損失に備
えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等
特定の債権については
個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額
を計上しております。
また在外連結子会社
は、特定の債権につい
て個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込
額を計上しておりま
す。

(ハ)重要な引当金の計上基
準

 ① 貸倒引当金
同左

(ハ)重要な引当金の計上基
準

 ① 貸倒引当金
同左

 ② 賞与引当金
   当社及び国内連結子

会社は、従業員賞与の
支出に備えるため、支
給見込額に基づき計上
しております。

 ② 賞与引当金
同左

 ② 賞与引当金
同左

 ③ ―――  ③ ―――  ③ 役員賞与引当金
   当社及び国内連結子

会社は、役員の賞与支
出に備えるため、支給
見込額に基づき計上し
ております。 
（会計方針の変更） 
 当連結会計年度よ
り、「役員賞与に関す
る会計基準」（企業会
計基準第４号 平成17
年11月29日）を適用し
ております。 
 これにより営業利
益、経常利益及び税金
等調整前当期純利益
は、それぞれ70百万円
減少しております。 
 なお、セグメント情
報に与える影響は、当
該箇所に記載しており
ます。

 ④ ―――  ④ 製品補償引当金 
 当社は、製品に係る
重要な品質問題の発生
に伴う補償費用の支出
に備えるため、今後必
要と見込まれる費用に
ついて、その発生予測
に基づいた見積額を計
上しております。

 ④ ―――



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ⑤ 退職給付引当金
   当社及び国内連結子

会社は、従業員の退職
給付に備えるため、当
連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づ
き、当中間連結会計期
間末において発生して
いると認められる額を
計上しております。

   会計基準変更時差異
は、15年による按分額
を費用処理しておりま
す。

   過去勤務債務は、そ
の発生時における従業
員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(15
年)による定額法によ
り按分した額を費用処
理しております。 
 数理計算上の差異
は、各連結会計年度の
発生時における従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(15年)
による定額法により按
分した額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度か
ら費用処理しておりま
す。

 ⑤ 退職給付引当金
同左

 ⑤ 退職給付引当金
   当社及び国内連結子

会社は、従業員の退職
給付に備えるため、当
連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年
金資産に基づき計上し
ております。

   会計基準変更時差異
は、15年による按分額
を費用処理しておりま
す。

   過去勤務債務は、そ
の発生時における従業
員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(15
年)による定額法によ
り按分した額を費用処
理しております。 
 数理計算上の差異
は、各連結会計年度の
発生時における従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(15年)
による定額法により按
分した額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度か
ら費用処理しておりま
す。

 ⑥ 役員退職慰労引当金
   国内連結子会社は、

役員の退職慰労金の支
出に備えるため、内規
に基づく中間期末要支
給額を計上しておりま
す。

 （追加情報） 
 当社は、平成18年６
月29日開催の定時株主
総会において役員退職
慰労金制度を廃止する
ことを決議するととも
に、役員の退任時に平
成18年３月31日までの
在任期間に応じた退職
慰労金を支給すること
を決議しております。
これに伴い、役員退職
慰労引当金（378百万
円）については、固定
負債の「その他」に含
めて表示しておりま
す。

 ⑥ ―――
   

 ⑥ 役員退職慰労引当金
   ―――
 （追加情報） 

 当社は、平成18年６
月29日開催の定時株主
総会において役員退職
慰労金制度を廃止する
ことを決議するととも
に、役員の退任時に平
成18年３月31日までの
在任期間に応じた退職
慰労金を支給すること
を決議しております。
これに伴い、前連結会
計年度末までに計上し
た役員退職慰労引当金
（378百万円）につい
ては、固定負債の「そ
の他」に含めて表示し
ております。

 ⑦ 債務保証損失引当金
   債務保証に係る損失

負担に備えるため、被
保証先の財政状態等を
勘案し、損失負担見込
額を計上しておりま
す。

 ⑦ 債務保証損失引当金
同左

 ⑦ 債務保証損失引当金
同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ニ)重要なリース取引の処
理方法

  当社及び国内連結子会
社は、リース物件の所有
権が借主に移転すると認
められるもの以外のファ
イナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた
会計処理によっており、
在外連結子会社について
は、通常の売買取引に準
じた会計処理によってお
ります。

(ニ)重要なリース取引の処
理方法
同左

(ニ)重要なリース取引の処
理方法

同左

(ホ)重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

   為替予約について振

当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理

を、金利スワップにつ

いて特例処理の要件を

満たしている場合は特

例処理を採用しており

ます。

(ホ)重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

(ホ)重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約
外貨建債権 
債務

金利 
スワップ

借入金

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

 ③ ヘッジ方針

   外貨建債権債務の為

替変動リスクを軽減す

る目的で為替予約取引

を、また、借入金の金

利変動リスクを軽減す

る目的で金利スワップ

取引を行っておりま

す。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法

   ヘッジ手段の想定元

本とヘッジ対象に関す

る重要な条件は同一で

あり、かつヘッジ開始

以降も継続して相場変

動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺

するものと想定できる

ため、ヘッジの有効性

の判定は省略しており

ます。

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法

同左

(ヘ)その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項

  消費税等の会計処理
  消費税等の会計処理
は、税抜方式によってお
ります。

(ヘ)その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項

  消費税等の会計処理

同左

(ヘ)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

同左



 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に満期日又は償還日

が到来する短期投資からな

っております。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に満期日又は償還日が到

来する短期投資からなって

おります。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、22,267百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、23,112百万円でありま

す。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「負の

のれん」と表示しております。 

 

―――

（中間連結損益計算書関係） 

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「負ののれん償却額」と表示しております。 

 

―――

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「負ののれん償却額」と表示しております。

―――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 

(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、25,747百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、26,479百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、25,592百万円でありま

す。

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物及び構築物 853百万円

機械装置及び 

運搬具
1,270百万円

土地 755百万円

計 2,879百万円

   上記のうち工場財団抵当に供

している資産は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物 805百万円

機械装置及び 

運搬具
1,270百万円

土地 594百万円

計 2,670百万円

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

１年以内に返 

済予定の長期 

借入金

1,100百万円

長期借入金 3,180百万円

計 4,280百万円

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物及び構築物 789百万円

機械装置及び 

運搬具
1,099百万円

土地 714百万円

計 2,603百万円

   上記のうち工場財団抵当に供

している資産は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物 745百万円

機械装置及び 

運搬具
1,099百万円

土地 594百万円

計 2,439百万円

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

１年以内に返 

済予定の長期 

借入金

800百万円

長期借入金 3,380百万円

計 4,180百万円

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物及び構築物 829百万円

機械装置及び 

運搬具
1,167百万円

土地 714百万円

計 2,712百万円

   上記のうち工場財団抵当に供

している資産は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物 782百万円

機械装置及び 

運搬具
1,167百万円

土地 594百万円

計 2,545百万円

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

１年以内に返 

済予定の長期 

借入金

2,500百万円

長期借入金 1,680百万円

計 4,180百万円

   上記のうち工場財団抵当に対

応する担保付債務は次のとおり

であります。

１年以内に返 

済予定の長期 

借入金

900百万円

長期借入金 3,020百万円

計 3,920百万円

   上記のうち工場財団抵当に対

応する担保付債務は次のとおり

であります。

１年以内に返 

済予定の長期 

借入金

800百万円

長期借入金 3,120百万円

計 3,920百万円

   上記のうち工場財団抵当に対

応する担保付債務は次のとおり

であります。

１年以内に返 

済予定の長期 

借入金

2,300百万円

長期借入金 1,620百万円

計 3,920百万円

 

 ３ 偶発債務

   連結会社以外の会社の金融機

関からの借入に対し、債務保証

を行っております。

㈱ケーブル・ 

ジョイ
78百万円

医療法人社団み

のり会北川病院
49百万円

計 127百万円

   連結会社以外の会社のリース

債務に対し、債務保証を行って

おります。

㈲丸弘商事 65百万円

 

 ３ 偶発債務

   連結会社以外の会社の金融機

関からの借入に対し、債務保証

を行っております。

㈱ケーブル・ 

ジョイ
75百万円

医療法人社団み

のり会北川病院
32百万円

計 107百万円

   連結会社以外の会社のリース

債務に対し、債務保証を行って

おります。

㈱平成興業 46百万円

 

 ３ 偶発債務

   連結会社以外の会社の金融機

関からの借入に対し、債務保証

を行っております。

㈱ケーブル・ 

ジョイ
76百万円

医療法人社団み

のり会北川病院
37百万円

計 114百万円

   連結会社以外の会社のリース

債務に対し、債務保証を行って

おります。

㈲丸弘商事 56百万円

 ４ 受取手形裏書譲渡高は、34百

万円であります。

 ４ 受取手形裏書譲渡高は、32百

万円であります。

 ４ 受取手形裏書譲渡高は、34百

万円であります。



 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 

(平成19年３月31日)

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中

間連結会計期間の末日は金融機

関の休日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理し

ております。当中間連結会計期

間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。

受取手形 496百万円

支払手形 644百万円

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中

間連結会計期間の末日は金融機

関の休日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理し

ております。当中間連結会計期

間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。

受取手形 397百万円

支払手形 653百万円

※５ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、当連結会

計年度の末日は金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。当連結会計年度末日満期手

形の金額は、次のとおりであり

ます。

受取手形 445百万円

支払手形 710百万円

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。

荷造費及び 
支払運賃

313百万円

従業員給与手当 909百万円

賞与引当金 
繰入額

159百万円

退職給付費用 139百万円

減価償却費 50百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。

荷造費及び
支払運賃

338百万円

貸倒引当金
繰入額

163百万円

従業員給与手当 948百万円

賞与引当金
繰入額

167百万円

退職給付費用 188百万円

減価償却費 61百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。

荷造費及び
支払運賃

643百万円

従業員給与手当 1,965百万円

賞与引当金
繰入額

161百万円

役員賞与
引当金繰入額

70百万円

退職給付費用 281百万円

減価償却費 110百万円

―――

 

※２ 固定資産売却益は、次のとお

りであります。

土地 64百万円

   KITAGAWA USA,INC.の清算に

伴う土地の売却益64百万円であ

ります。

―――

―――

 

※３ 固定資産売却損は、次のとお

りであります。

建物及び構築物 39百万円

   KITAGAWA USA,INC.の清算に

伴う建物の売却損39百万円であ

ります。

 

※３ 固定資産売却損は、次のとお

りであります。

機械装置及び 
運搬具

8百万円

   主として、東京工場の門型ク

レーン売却損５百万円でありま

す。

 

※４ 固定資産除却損は、次のとお

りであります。

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び 
運搬具

25百万円

その他 4百万円

計 33百万円

   主として、下川辺工場及び東

京工場の鋳物製造設備更新に伴

う除却損15百万円であります。

 

※４ 固定資産除却損は、次のとお

りであります。

建物及び構築物 18百万円

機械装置及び
運搬具

12百万円

その他 3百万円

計 33百万円

   主として、東京工場旧社宅の

解体撤去に伴う除却損13百万円

であります。

 

※４ 固定資産除却損は、次のとお

りであります。

建物及び構築物 31百万円

機械装置及び 
運搬具

63百万円

その他 14百万円

計 109百万円

   主として、下川辺工場及び東

京工場の鋳物製造設備更新に伴

う除却損36百万円であります。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― ―――

 

※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産につい

て減損損失を計上しておりま

す。

場所 用途 種類

福岡県みやま市賃貸資産土地・建物

   当社グループは、事業用資産

については、事業の種類別セグ

メントを基礎として、遊休資

産、賃貸資産については、物件

単位ごとにグルーピングしてお

ります。 

 産業機械事業において、コン

クリートプラント及び関連設備

の関係会社である日本建機㈱と

当社コンクリートプラント営業

部門を統合し、事業形態を再編

して販売会社Ｋ＆Ｋプラント㈱

としており、上記資産の使用用

途が事業用資産から、賃貸資産

に変更となりました。 

 賃貸資産は継続的な地価の下

落及び賃貸料の収益性が低いた

め、減損損失を認識することと

なり、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損

損失（45百万円）として特別損

失に計上しております。減損損

失の内容は、建物28百万円、土

地17百万円であります。 

 なお、回収可能性価額は、正

味売却価額により測定してお

り、不動産鑑定評価基準に基づ

き評価しております。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) １ 普通株式の発行済株式総数の増加 5,342千株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であり

ます。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の増加 34千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  
２ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 
  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

  該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加 46千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少 27千株は、連結子会社が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属分

であります。 

  
２ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 
  

前連結会計年度末 
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間末
株式数（千株）

発行済株式

 普通株式 91,165 5,342 ― 96,508

合計 91,165 5,342 ― 96,508

自己株式

 普通株式 382 34 ― 417

合計 382 34 ― 417

 （決議）
株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 454百万円 ５円 平成18年３月31日 平成18年６月29日

前連結会計年度末 
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間末
株式数（千株）

発行済株式

 普通株式 96,508 ― ― 96,508

合計 96,508 ― ― 96,508

自己株式

 普通株式 445 46 27 464

合計 445 46 27 464



３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

  該当事項はありません。 
  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) １ 普通株式の発行済株式総数の増加 5,342千株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であり

ます。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の増加 62千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  
２ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 
  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 （決議）
株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 480百万円 ５円 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前連結会計年度末 
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末 
株式数（千株）

発行済株式

 普通株式 91,165 5,342 ― 96,508

合計 91,165 5,342 ― 96,508

自己株式

 普通株式 382 62 ― 445

合計 382 62 ― 445

 （決議）
株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 454百万円 ５円 平成18年３月31日 平成18年６月29日

 （決議）
株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 480百万円 利益剰余金 ５円 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 9,700百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

△12百万円

有価証券勘定 200百万円

現金及び現金同等物 9,887百万円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 7,887百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△40百万円

有価証券勘定 200百万円

現金及び現金同等物 8,047百万円

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

現金及び預金勘定 8,545百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

△42百万円

有価証券勘定 200百万円

現金及び現金同等物 8,703百万円
 



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具

366 180 185

その他 258 73 184

計 624 254 370

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具

349 184 164

その他 264 119 144

計 614 304 309

同左
 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

368 205 163

その他 262 96 165

計 631 302 329

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 109百万円

１年超 260百万円

計 370百万円

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 103百万円

１年超 205百万円

計 309百万円

同左
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 108百万円

１年超 221百万円

計 329百万円

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

 (1) 支払リース料 55百万円

 (2) 減価償却費相当額 55百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

 (1) 支払リース料 55百万円

 (2) 減価償却費相当額 55百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

 (1) 支払リース料 111百万円

 (2) 減価償却費相当額 111百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

 
  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
(注) 当連結会計年度において、非上場株式について ４百万円減損処理を行っております。 

  

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

  株式 427 1,427 1,000

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券
  非上場株式 95
  フリー・ファイナンシャル・ファンド 200

計 295

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

  株式 431 1,303 872

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券
  非上場株式 89
  フリー・ファイナンシャル・ファンド 200

計 290

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

  株式 428 1,421 992

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券
  非上場株式 90
  フリー・ファイナンシャル・ファンド 200

計 290



(デリバティブ取引関係) 

当社グループが利用しているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため、該当事

項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 製品の種類、損益集計区分及び関連資産に照らし、事業区分を行っております。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（564百万円）の主なものは、提出会社の

総務部門、経理部門等、一般管理部門に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 製品の種類、損益集計区分及び関連資産に照らし、事業区分を行っております。なお、当中間連結会計期間

より、事業の種類別セグメントの名称を「素形材事業」から「金属素形材事業」へ、「工作機器事業」から

「工機事業」へ、「住環境事業」から「駐車場事業」へ変更しております。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（613百万円）の主なものは、提出会社の

総務部門、経理部門等、一般管理部門に係る費用であります。 

素形材 
事業 

(百万円)

工作機器 
事業 

(百万円)

産業機械
事業 

(百万円)

住環境
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

8,334 6,267 5,072 3,587 23,261 ― 23,261

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

56 2 3 ― 61 (61) ―

計 8,390 6,269 5,076 3,587 23,323 (61) 23,261

営業費用 8,073 4,959 5,042 3,681 21,757 564 22,321

営業利益又は営業損失(△) 316 1,309 33 △94 1,565 (625) 939

(1) 素形材事業 生型機械鋳鉄品、ロストワックス精密鋳造品、消失模型鋳造品、ＭＩＭ焼結品

(2) 工作機器事業 旋盤用チャック、油圧回転シリンダ、ＮＣ円テーブル、パワーバイス、ＮＣ旋盤

(3) 産業機械事業 コンクリートミキサ、コンクリートプラント、クレーン、ウインチ、環境関連設備

及びリサイクルプラント

(4) 住環境事業 自走式立体駐車場、ユニットハウス

金属素形材 
事業 

(百万円)

工機 
事業 

(百万円)

産業機械
事業 

(百万円)

駐車場
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

9,269 6,691 5,489 4,138 25,588 ― 25,588

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

91 3 4 ― 99 (99) ―

計 9,361 6,694 5,494 4,138 25,687 (99) 25,588

営業費用 9,343 5,357 4,912 4,063 23,676 613 24,289

営業利益 18 1,336 581 75 2,011 (712) 1,298

(1) 金属素形材事業 生型機械鋳鉄品、ロストワックス精密鋳造品、消失模型鋳造品、ＭＩＭ焼結品

(2) 工機事業 旋盤用チャック、油圧回転シリンダ、ＮＣ円テーブル、パワーバイス、ＮＣ旋盤

(3) 産業機械事業 コンクリートミキサ、コンクリートプラント、クレーン、ウインチ、環境関連設備

及びリサイクルプラント

(4) 駐車場事業 自走式立体駐車場、ユニットハウス



４ 会計処理基準等の変更 

   「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、

当中間連結会計期間より、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、金属素形材事業が 

35百万円、工機事業が ３百万円、産業機械事業が １百万円、駐車場事業が ０百万円、消去又は全社が １

百万円それぞれ増加し、営業利益は同額減少しております。 

 また、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。 

 これにより、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、金属素形材事業が 

22百万円、工機事業が 12百万円、産業機械事業が ７百万円、駐車場事業が ４百万円、消去又は全社が ３

百万円それぞれ増加し、営業利益は同額減少しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 製品の種類、損益集計区分及び関連資産に照らし、事業区分を行っております。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,212百万円）の主なものは、提出会社

の総務部門、経理部門等、一般管理部門に係る費用であります。 

４ 会計処理基準等の変更 

   当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用は「消

去又は全社」の項目が 70百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月

31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

素形材 
事業 

(百万円)

工作機器 
事業 

(百万円)

産業機械
事業 

(百万円)

住環境
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

17,321 12,615 9,967 9,457 49,361 ― 49,361

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

141 5 4 0 152 (152) ―

計 17,463 12,621 9,971 9,457 49,513 (152) 49,361

営業費用 17,137 10,185 9,875 9,063 46,261 1,212 47,474

営業利益 325 2,435 96 393 3,252 (1,364) 1,887

(1) 素形材事業 生型機械鋳鉄品、ロストワックス精密鋳造品、消失模型鋳造品、ＭＩＭ焼結品

(2) 工作機器事業 旋盤用チャック、油圧回転シリンダ、ＮＣ円テーブル、パワーバイス、ＮＣ旋盤

(3) 産業機械事業 コンクリートミキサ、コンクリートプラント、クレーン、ウインチ、環境関連設備

及びリサイクルプラント

(4) 住環境事業 自走式立体駐車場、ユニットハウス



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア    タイ国、韓国 

 (2) 北米     アメリカ 

 (3) 欧州     イギリス 

 (4) その他の地域 オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア    タイ国、韓国 

 (2) 北米     アメリカ 

 (3) 欧州     イギリス 

 (4) その他の地域 オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア    タイ国、韓国 

 (2) 北米     アメリカ 

 (3) 欧州     イギリス 

 (4) その他の地域 オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,470 639 499 7 2,616

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 23,261

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

6.3 2.7 2.1 0.0 11.2

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,039 676 660 14 3,391

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 25,588

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

8.0 2.6 2.6 0.1 13.3

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,079 1,232 1,035 15 5,362

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 49,361

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

6.2 2.5 2.1 0.0 10.9



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 231.73円 １株当たり純資産額 247.04円 １株当たり純資産額 240.60円

１株当たり中間純利益 7.44円 １株当たり中間純利益 7.35円 １株当たり当期純利益 12.66円

 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益
7.43円

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。  

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
12.65円

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 22,364 23,826 23,211

純資産の部の合計額から控除する
金額(百万円)

97 100 98

（うち少数株主持分(百万円)） 97 100 98

普通株式に係る純資産額(百万円) 22,267 23,726 23,112

１株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数(千株)

96,090 96,043 96,062

前中間連結会計期間
(自 平成18年
  ４月１日
至 平成18年
  ９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年

 ４月１日
至 平成19年
 ９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年
  ４月１日
至 平成19年
  ３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

中間(当期)純利益(百万円) 713 706 1,215

普通株主に帰属しない金額 
（百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利
益(百万円)

713 706 1,215

普通株式の期中平均株式数 
(千株)

95,933 96,051 96,004

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益

中間(当期)純利益調整額
(百万円)

― ― ―

普通株式増加数(千株) 175 ― 87

（うち新株予約権付社債
(千株)）

175 ― 87

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要

― ― ―



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 8,619 6,619 7,491

 ２ 受取手形 ※４ 7,470 7,326 6,656

 ３ 売掛金 9,640 11,700 12,236

 ４ 有価証券 200 200 200

 ５ たな卸資産 6,101 8,152 5,688

 ６ その他 ※５ 488 1,091 643

   貸倒引当金 △45 △247 △71

   流動資産合計 32,474 65.8 34,843 62.9 32,846 62.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1,2

  (1) 建物 2,258 2,162 2,122

  (2) 機械及び 
    装置

4,731 7,033 5,295

  (3) 土地 2,051 3,281 3,281

  (4) その他 1,694 1,719 2,462

   有形固定資産 
   合計

10,736 14,196 13,162

 ２ 無形固定資産 360 371 377

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価 
    証券

1,518 1,389 1,508

  (2) 関係会社 
    株式

3,402 3,195 3,604

  (3) その他 1,522 2,156 1,761

    貸倒引当金 △658 △742 △676

   投資その他の 
   資産合計

5,785 5,999 6,198

   固定資産合計 16,882 34.2 20,567 37.1 19,738 37.5

   資産合計 49,356 100.0 55,410 100.0 52,584 100.0



 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※４ 6,226 8,643 7,230

 ２ 買掛金 2,980 3,904 3,556

 ３ 短期借入金 4,450 3,650 4,550

 ４ １年以内に 
   返済予定の 
   長期借入金

※２ 2,800 3,300 4,200

 ５ 未払法人税等 407 524 752

 ６ 賞与引当金 433 426 438

 ７ 役員賞与 
   引当金

─ ─ 70

 ８ 製品補償 
   引当金

─ 56 ─

 ９ 関係会社整理 
   損失引当金

─ ─ 80

 10 その他 ※５ 2,698 2,383 3,106

   流動負債合計 19,996 40.5 22,889 41.3 23,985 45.6

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 4,100 6,600 2,700

 ２ 退職給付 
   引当金

2,008 2,240 1,988

 ３ 債務保証損失 
   引当金

10 10 10

 ４ その他 390 389 390

   固定負債合計 6,508 13.2 9,240 16.7 5,088 9.7

   負債合計 26,505 53.7 32,130 58.0 29,074 55.3



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 8,640 17.5 8,640 15.6 8,640 16.4

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 5,080 5,080 5,080

  (2) その他資本 
    剰余金

5 5 5

   資本剰余金 
   合計

5,086 10.3 5,086 9.2 5,086 9.7

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 997 997 997

  (2) その他 
    利益剰余金

     圧縮記帳 
     積立金

218 216 217

     別途積立金 3,700 3,700 3,700

     繰越利益 
     剰余金

3,685 4,213 4,358

   利益剰余金 
   合計

8,601 17.4 9,127 16.5 9,273 17.6

 ４ 自己株式 △71 △0.1 △92 △0.2 △79 △0.1

   株主資本合計 22,255 45.1 22,761 41.1 22,920 43.6

Ⅱ 評価・換算 
  差額等

   その他有価証 
   券評価差額金

595 1.2 518 0.9 590 1.1

   評価・換算差 
   額等合計

595 1.2 518 0.9 590 1.1

   純資産合計 22,851 46.3 23,280 42.0 23,510 44.7

   負債純資産 
   合計

49,356 100.0 55,410 100.0 52,584 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 21,190 100.0 22,899 100.0 45,057 100.0

Ⅱ 売上原価 17,698 83.5 19,419 84.8 37,656 83.6

   売上総利益 3,491 16.5 3,479 15.2 7,401 16.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

2,479 11.7 2,395 10.5 5,096 11.3

   営業利益 1,012 4.8 1,083 4.7 2,305 5.1

Ⅳ 営業外収益 ※１ 173 0.8 228 1.0 360 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※２ 98 0.5 228 1.0 203 0.4

   経常利益 1,087 5.1 1,082 4.7 2,462 5.5

Ⅵ 特別損失 ※３ 33 0.1 122 0.5 186 0.4

   税引前中間 
   (当期)純利益

1,053 5.0 960 4.2 2,275 5.1

   法人税、住民 
   税及び事業税

348 493 854

   法人税等 
   調整額

△2 345 1.7 132 626 2.7 41 895 2.0

   中間(当期) 
   純利益

708 3.3 334 1.5 1,380 3.1



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金
その他資
本剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

圧縮記帳
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,740 4,180 5 997 222 3,700 3,482 △61 20,266

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 900 900 1,800

 圧縮記帳積立金の取崩（注） △2 2 ―

 圧縮記帳積立金の取崩 △0 0 ―

 剰余金の配当（注） △454 △454

 役員賞与（注） △55 △55

 中間純利益 708 708

 自己株式の取得 △10 △10

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

900 900 ― ― △3 ― 203 △10 1,989

平成18年９月30日残高(百万円) 8,640 5,080 5 997 218 3,700 3,685 △71 22,255

評価・換 
算差額等

純資産 
合計その他有 

価証券評 
価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 700 20,966

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 1,800

 圧縮記帳積立金の取崩（注） ―

 圧縮記帳積立金の取崩 ―

 剰余金の配当（注） △454

 役員賞与（注） △55

 中間純利益 708

 自己株式の取得 △10

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額（純額）

△104 △104

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△104 1,884

平成18年９月30日残高(百万円) 595 22,851



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金
その他資
本剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

圧縮記帳
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 8,640 5,080 5 997 217 3,700 4,358 △79 22,920

中間会計期間中の変動額

 圧縮記帳積立金の取崩 △1 1 ―

 剰余金の配当 △480 △480

 中間純利益 334 334

 自己株式の取得 △12 △12

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― ― △1 ― △144 △12 △158

平成19年９月30日残高(百万円) 8,640 5,080 5 997 216 3,700 4,213 △92 22,761

評価・換 
算差額等

純資産 
合計その他有 

価証券評 
価差額金

平成19年３月31日残高(百万円) 590 23,510

中間会計期間中の変動額

 圧縮記帳積立金の取崩 ―

 剰余金の配当 △480

 中間純利益 334

 自己株式の取得 △12

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額（純額）

△71 △71

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△71 △230

平成19年９月30日残高(百万円) 518 23,280



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金
その他資
本剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

圧縮記帳
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,740 4,180 5 997 222 3,700 3,482 △61 20,266

事業年度中の変動額

 新株の発行 900 900 1,800

 圧縮記帳積立金の取崩（注） △2 2 ―

 圧縮記帳積立金の取崩 △2 2 ―

 剰余金の配当（注） △454 △454

 役員賞与（注） △55 △55

 当期純利益 1,380 1,380

 自己株式の取得 △18 △18

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計(百万円) 900 900 ― ― △4 ― 875 △18 2,653

平成19年３月31日残高(百万円) 8,640 5,080 5 997 217 3,700 4,358 △79 22,920

評価・換 
算差額等

純資産 
合計その他有 

価証券評 
価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 700 20,966

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,800

 圧縮記帳積立金の取崩（注） ―

 圧縮記帳積立金の取崩 ―

 剰余金の配当（注） △454

 役員賞与（注） △55

 当期純利益 1,380

 自己株式の取得 △18

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

△109 △109

事業年度中の変動額合計(百万円) △109 2,544

平成19年３月31日残高(百万円) 590 23,510



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

    移動平均法による

原価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定)

(1) 有価証券

  同左

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

    移動平均法による

原価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

(2) たな卸資産

  製品

   産業機械部門及び工

作機器部門

    総平均法による原

価法

   素形材部門

    売価還元法による

原価法

  原材料

    総平均法による原

価法

  仕掛品

    総平均法による原

価法

  貯蔵品

    個別法による原価

法 

 

(2) たな卸資産

  製品

   産業機械事業及び工

機事業

    総平均法による原

価法

   金属素形材事業

    売価還元法による

原価法

  原材料

    総平均法による原

価法

  仕掛品

    総平均法による原

価法

  貯蔵品

    個別法による原価

法 

 

(2) たな卸資産

  製品

   産業機械部門及び工

作機器部門

    総平均法による原

価法

   素形材部門

    売価還元法による

原価法

  原材料

    総平均法による原

価法

  仕掛品

    総平均法による原

価法

  貯蔵品

    個別法による原価

法 

 



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

   建物   ３～50年

   機械及び装置

３～17年

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。    

 ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。  

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

   建物   ３～50年

   機械及び装置

３～15年

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。 

 ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

   建物   ３～50年

   機械及び装置

３～15年

 （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間よ

り、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資

産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却

の方法に変更しておりま

す。 

 これに伴い、営業利

益、経常利益及び税引前

中間純利益はそれぞれ40

百万円減少しておりま

す。 

（追加情報） 

 平成19年度の法人税法

改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資

産については、改正前の

法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて

計上しております。 

 これに伴い、営業利

益、経常利益及び税引前

中間純利益はそれぞれ49

百万円減少しておりま

す。

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。

  なお、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法を採用しておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1) 貸倒引当金

  同左

(1) 貸倒引当金

  同左

(2) 賞与引当金

  従業員賞与の支出に備

えるため、支給見込額に

基づき計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

  同左

(2) 賞与引当金

  同左

(3) ――― (3) ――― (3) 役員賞与引当金

  役員の賞与支出に備え

るため、支給見込額に基

づき計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役

員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）

を適用しております。 

 これにより営業利益、

経常利益及び税引前当期

純利益は、それぞれ70百

万円減少しております。

(4) ――― (4) 製品補償引当金 

 製品に係る重要な品質

問題の発生に伴う補償費

用の支出に備えるため、

今後必要と見込まれる費

用について、その発生予

測に基づいた見積額を計

上しております。

(4) ―――

(5) ――― (5) ――― (5) 関係会社整理損失引当

金

  関係会社の清算による

支出に備えるため、損失

負担見込額を計上してお

ります。



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(6) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

  会計基準変更時差異

は、15年による按分額を

費用処理しております。

  過去勤務債務は、その

発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による

定額法により按分した額

を費用処理しておりま

す。

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理しております。

(6) 退職給付引当金

  同左

(6) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産に基づき計上

しております。

  会計基準変更時差異

は、15年による按分額を

費用処理しております。

  過去勤務債務は、その

発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による

定額法により按分した額

を費用処理しておりま

す。

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理しております。

(7) 役員退職慰労引当金

 ─── 

（追加情報） 

 当社は、平成18年６

月29日開催の定時株主

総会において役員退職

慰労金制度を廃止する

ことを決議するととも

に、役員の退任時に平

成18年３月31日までの

在任期間に応じた退職

慰労金を支給すること

を決議しております。

これに伴い、役員退職

慰労引当金（378百万

円）については、固定

負債の「その他」に含

めて表示しておりま

す。

(7) ――― (7) 役員退職慰労引当金

 ─── 

（追加情報） 

 平成18年６月29日開

催の定時株主総会にお

いて役員退職慰労金制

度を廃止することを決

議するとともに、役員

の退任時に平成18年３

月31日までの在任期間

に応じた退職慰労金を

支給することを決議し

ております。これに伴

い、前事業年度末まで

に計上した役員退職慰

労 引 当 金（378 百 万

円）については、固定

負債の「その他」に含

めて表示しておりま

す。

(8) 債務保証損失引当金

  債務保証に係る損失負

担に備えるため、被保証

先の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計

上しております。

(8) 債務保証損失引当金

同左

(8) 債務保証損失引当金

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  為替予約について振当

処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を、金

利スワップについて特例

処理の要件を満たしてい

る場合は特例処理を採用

しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約
外貨建債権 
債務

金利 
スワップ

借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

  外貨建債権債務の為替

変動リスクを軽減する目

的で為替予約取引を、ま

た、借入金の金利変動リ

スクを軽減する目的で金

利スワップ取引を行って

おります。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

  ヘッジ手段の想定元本

とヘッジ対象に関する重

要な条件は同一であり、

かつヘッジ開始以降も継

続して相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動を完

全に相殺するものと想定

できるため、ヘッジの有

効性の判定は省略してお

ります。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



次へ 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、22,851百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、23,510百万円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間まで区分掲記しておりました「リー

ス営業用建物」は、資産総額の100分の１以下となった

ため、当中間会計期間より、「建物」に含めて表示し

ております。 

 なお、当中間会計期間における「リース営業用建

物」の金額は344百万円であります。

―――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、20,824百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、20,844百万円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、20,307百万円でありま

す。

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物 853百万円

機械及び装置 1,270百万円

土地 714百万円

計 2,838百万円

   上記のうち工場財団抵当に供

している資産は次のとおりであ

ります。

建物 805百万円

機械及び装置 1,270百万円

土地 594百万円

計 2,670百万円

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

１年以内に返済

予定の長期借入

金

1,100百万円

長期借入金 3,080百万円

計 4,180百万円

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物 789百万円

機械及び装置 1,099百万円

土地 714百万円

計 2,603百万円

   上記のうち工場財団抵当に供

している資産は次のとおりであ

ります。

建物 745百万円

機械及び装置 1,099百万円

土地 594百万円

計 2,439百万円

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

１年以内に返済

予定の長期借入

金

800百万円

長期借入金 3,380百万円

計 4,180百万円

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物 829百万円

機械及び装置 1,167百万円

土地 714百万円

計 2,712百万円

   上記のうち工場財団抵当に供

している資産は次のとおりであ

ります。

建物 782百万円

機械及び装置 1,167百万円

土地 594百万円

計 2,545百万円

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

１年以内に返済
予定の長期借入
金

2,500百万円

長期借入金 1,680百万円

計 4,180百万円

   上記のうち工場財団抵当に対

応する担保付債務は次のとおり

であります。

１年以内に返済
予定の長期借入
金

900百万円

長期借入金 3,020百万円

計 3,920百万円

   上記のうち工場財団抵当に対

応する担保付債務は次のとおり

であります。

１年以内に返済
予定の長期借入
金

800百万円

長期借入金 3,120百万円

計 3,920百万円

   上記のうち工場財団抵当に対

応する担保付債務は次のとおり

であります。

１年以内に返済
予定の長期借入
金

2,300百万円

長期借入金 1,620百万円

計 3,920百万円

 

 ３ 偶発債務

   下記の会社の金融機関からの

借入に対し、債務保証を行って

おります。

㈱吉舎鉄工所 139百万円

㈱ケーブル・ 
ジョイ

78百万円

医療法人社団み
のり会北川病院

49百万円

計 266百万円

   下記の会社のリース債務に対

し、債務保証を行っておりま

す。

㈲丸弘商事 65百万円

 

 ３ 偶発債務

   下記の会社の金融機関からの

借入に対し、債務保証を行って

おります。

㈱吉舎鉄工所 106百万円

㈱ケーブル・
ジョイ

75百万円

医療法人社団み
のり会北川病院

32百万円

計 214百万円

   下記の会社のリース債務に対

し、債務保証を行っておりま

す。

㈱平成興業 46百万円

 

 ３ 偶発債務

   下記の会社の金融機関からの

借入に対し、債務保証を行って

おります。

㈱吉舎鉄工所 113百万円

㈱ケーブル・ 
ジョイ

76百万円

医療法人社団み
のり会北川病院

37百万円

計 227百万円

   下記の会社のリース債務に対

し、債務保証を行っておりま

す。

㈲丸弘商事 56百万円



次へ 

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、当中間会

計期間の末日は金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。当中間会計期間末日満期手

形の金額は、次のとおりであり

ます。

受取手形 408百万円

支払手形 603百万円

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、当中間会

計期間の末日は金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。当中間会計期間末日満期手

形の金額は、次のとおりであり

ます。

受取手形 397百万円

支払手形 652百万円
 

※４ 事業年度末日満期手形の会計

処理については、当事業年度の

末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。当

事業年度末日満期手形の金額

は、次のとおりであります。

受取手形 433百万円

支払手形 677百万円

※５ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※５ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。

―――

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 22百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 43百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 57百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 82百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 115百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 175百万円

 

※３ 特別損失のうち主要なもの

機械及び装置 
の除却損

24百万円

※３ 特別損失のうち主要なもの

機械及び装置
の除却損

18百万円

製品補償損失 90百万円
 

※３ 特別損失のうち主要なもの

機械及び装置 
の除却損

56百万円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 587百万円

無形固定資産 14百万円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 899百万円

無形固定資産 16百万円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 1,231百万円

無形固定資産 29百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加 34千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加 46千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加 62千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

前事業年度末 
株式数（千株）

当中間会計期間
増加株式数（千株）

当中間会計期間
減少株式数（千株）

当中間会計期間末 
株式数（千株）

 普通株式 355 34 ― 390

合計 355 34 ― 390

前事業年度末 
株式数（千株）

当中間会計期間
増加株式数（千株）

当中間会計期間
減少株式数（千株）

当中間会計期間末 
株式数（千株）

 普通株式 418 46 ― 464

合計 418 46 ― 464

前事業年度末 
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末 
株式数（千株）

 普通株式 355 62 ― 418

合計 355 62 ― 418



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び 
装置

50 13 36

車両 
運搬具

126 48 77

工具器具 
及び備品

238 66 171

計 415 129 285

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び 
装置

50 21 29

車両 
運搬具

166 69 97

工具器具 
及び備品

239 113 126

計 457 203 253

同左
 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び
装置

50 17 33

車両
運搬具

127 55 72

工具器具
及び備品

239 90 149

計 417 162 255

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 78百万円

１年超 207百万円

計 285百万円

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 83百万円

１年超 169百万円

計 253百万円

同左
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 78百万円

１年超 177百万円

計 255百万円

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

 (1) 支払リース料 39百万円

 (2) 減価償却費相当額 39百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

 (1) 支払リース料 43百万円

 (2) 減価償却費相当額 43百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

 (1) 支払リース料 78百万円

 (2) 減価償却費相当額 78百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



前へ 

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第97期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月29日 
関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書 
の訂正報告書

事業年度 
(第97期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年10月４日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月８日

株式会社北川鉄工所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社北川鉄工所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社北川鉄工所及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  相  原  一  保  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  昭  人  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成19年12月10日

株式会社北川鉄工所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社北川鉄工所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社北川鉄工所及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  昭  人  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  下  西  富  男  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月８日

株式会社北川鉄工所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社北川鉄工所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第97期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社北川鉄工所の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  相  原  一  保  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  昭  人  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成19年12月10日

株式会社北川鉄工所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社北川鉄工所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第98期事業年度の中

間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社北川鉄工所の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  昭  人  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  下  西  富  男  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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